	日本フッ素研究会及び反フッ素全国集会開く

第２６回日本フッ素研究会及び反フッ素全国集会が２００６年１１月１２日、東京・社会文化会館で開催され、全国から歯科医、研究者、教職員、市民１２０人の参加がありました。

メインは筧光夫さん（明海大学歯学部口腔解剖学分野）による「生体アパタイト結晶形成機構とフッ素イオンの影響」と題する教育講演。その後、「ファースト・フードのフッ素加工紙使用と問題点」(水原博子：日本消費者連盟事務局長)､「公開討論会の概要とその後」(櫻田憂子：秋田県教職員組合書記長)､「ＮＲＣ（全米研究評議会）レポートの解説」(秋庭賢司：歯科医師）が発表されました。質疑・応答も熱心に行われ、参加者は改めてフッ素の害作用を認識しました。近藤正道参議院議員が激励に駆けつけてくれました。




　日本フッ素研究会・反フッ素全国集会から　
ＮＲＣ(全米研究評議会)レポートの解説
２００６年３月、ＮＲＣ（全米研究評議会）による「飲料水中のフッ素：環境保護庁基準の科学的評価」と題する報告書（草稿）が発表されました。そのポイントは次のとおりです。
①　ＥＰＡ（アメリカ環境保護庁）は飲料水中の汚染物質としてフッ素を規制しているが、その究極的最大汚染許容基準(MCLG)を「４mg/L」(飲料水１リットル中に４mgのフッ素）としている。ＮＲＣ委員会は、この基準について、全員一致して低くすべきだと結論した。
その理由は、このMCLG４mg/Lが重度のエナメルフッ素症、つまりエナメル質の欠損と［歯の表面をガサガサにする］ピッティングへと発展させるリスクに子供をさらしているからである。
②　ＥＰＡは二次的最大汚染許容基準として「２mg/L」を定めているが、これによる重度のエナメルフッ素症の発生率は極めて低い。しかし中等度のエナメルフッ素症の出現を防いでいない。美容上の問題を超えて心理的害作用や社会的機能上の問題を起こすかどうか知られていない。
③　骨フッ素症、神経毒性、内分泌への作用（甲状腺機能など）など、さらに研究が必要である。
ＮＲＣ（The National Research Council）は１９１６年全米科学アカデミーにより創立され、同アカデミーはアメリカ政府の要請による科学技術政策に提言する権限を与えられています。

この影響でしょうか、２００６年１１月９日、ＡＤＡ（アメリカ歯科医師会）は会員向けに次のような通知を出しました。フッ素王国アメリカで、フッ素に対する規制が徐々に強まる気配です。

・粉ミルクを溶く際、フッ素入りでない水か低濃度のフッ素水を使用すべきである。
・歯科医等のアドバイスがないかぎり２歳以下の幼児にフッ素入り歯磨き剤を使うべきではない。

・歯科医等が勧めないかぎり６歳以下の児童にフッ素洗口やサプリメントを使うべきではない。

＊本誌18ページ「フッ素の常識・非常識№13」も合わせてごらんください。
